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１．研究概要（目的・狙いなど） 

10 月の千葉の大型台風により電柱が倒壊し、広範囲での停電が問題になった。また東日本大震災での原発問題から、災

害大国である日本で災害にも強いエネルギーインフラの再構築が必要である。さらに大型台風などの異常気象が年々増加してお

り、これは地球温暖化による気温・海水温の上昇が原因である。このように日本は現在、防災面・環境面に問題を抱えている。

この二つの問題を解決するために熱エネルギーの有効利用を軸に日本のインフラ再構築について考えた。 

２．研究テーマの現状分析（歴史的背景、マーケット環境など） 

  最近の日本では多くの自然災害が起こり、それに伴い大規模停電や電柱の倒壊、さらに老朽化した水道管の破裂が各地で

起こり、甚大な被害をもたらしている。また、大型台風などの異常気象の増加原因の一つに地球温暖化があげられ、大規模停

電の原因は火力発電中心の大規模集中型のエネルギー供給インフラがあげられる。これより、今の日本では、環境問題の改善

とともに、大規模集中型のエネルギー供給インフラを分散型のエネルギー供給インフラに変えなければいけない。現在、日本は海

外から大量の化石燃料を輸入し、火力発電でそれらを燃やして発生した“熱”から電力を生み出し供給している。しかし火力発

電を行うにあたり、化石燃料を輸入する際やそれらを燃やす際に大量の CO２を排出し環境に悪影響を与えている。それに加え、

火力発電で生まれた熱から電力へのエネルギー変換効率は 35％～43％(関西電力)と低く、この過程で多くの熱を無駄にして

いる。また私たちは、供給された電力の約 60％(資源エネルギー庁)を再び熱の姿に変えて冷暖房や給湯などに利用していること

から、非常に効率が悪い。さらに、私たちの身の回りには熱エネルギーとして利用できるような、地中・海水・河川水の熱、下水熱、

工場・建物・ごみ処理場からの廃熱などの無駄にされている熱が多く存在する。その中でも、工場・建物・ごみ処理場からの廃熱

はヒートアイランド現象や気候変動などの環境問題にも悪影響を及ぼしている。しかし一部の地域では、このような熱を利用して

地域熱供給を行っている。その例が東京の丸の内である。丸の内では地域熱供給を行うことで、年間約 3 万トンもの CO2 排出

量を削減(丸の内熱供給株式会社)し、1976 年の熱供給開始以来、大きな災害の際も熱供給を停止することなく環境面・防

災面にも優れた街づくりしている。しかし、熱は冷めやすく運搬性が低いため、地域熱供給は熱需要の集中する地域でないと難し

い。そのため、現在は一部のビル群・商業地域でしか行われていない。 

 

 



３．研究テーマの課題 

日本の「最終エネルギー消費量」のうち熱利用を部門別に着目すると、家庭部門では約 60%、業務部門では約 50%を占

める(資源エネルギー庁)ことがわかった。このことから、家庭部門、業務部門で地域熱供給を実施することは化石燃料使用量、

二酸化炭素排出量の大幅な削減を可能にすると考えられる。しかし、現在の地域熱供給は、主に業務部門のみで行われ、環

境面・防災面で効果を発揮しているが、家庭部門では実施されていない。そこで、現在行われている地域熱供給の効果を踏ま

え、私たちは家庭部門にも熱供給の普及が必要であると考えた。実例として、デンマークでは家庭を組み込んだ地域熱供給を行

っている。デンマークでは 1970 年代は約 90％以上を化石燃料に頼るエネルギー構造であったにも関わらず、現在は約 65％の

家庭が、首都のコペンハーゲンでは約 98％が地域熱供給に接続されている。このようにデンマークでは、50 年以上にわたるインフ

ラ改革により地域熱供給を拡大してきた。日本で地域熱供給を拡大する際も、地下に熱利用設備を導入する大規模な地下

工事を行わなければいけないため、街の再開発が必要となる。しかし災害大国である日本では、地域熱供給を拡大するだけでは

なく、地下を掘り起こす際に日本で必要とされているその他のインフラ工事も同時に行うことが効率的であり、合理的であると考え

た。 

４．課題解決策（新たなビジネスモデル・理論など） 

トリプルソリューション改革を行い、環境にも優しく災害にも強い持続可能な日本を構築する。トリプルソリューション改革とは、

地域熱供給を家庭にも普及させるために地下にパイプを設置する際、防災面の強化のためにも電線の地中化、水道管の工事

を行い強靭な街を作ることである。地上にむき出しの電柱や老朽化した水道管は、災害時に停電や断水などの多くの被害をもた

らしている。電線の地中化は、実際、阪神淡路大震災の際に電線の地中化をしている地域の被害はしていない地域と比べ、80

分の 1(GeoRhizome VIESORA)であり、今後 30 年間のうちに 70～80％の確率で起こるといわれている南海トラフ地震で

の停電被害の約 2710 万件の防止(gooddo)や、その他の自然災害防止のために行うべきと考える。また、現在の水道管は

60％以上(厚生労働省)が耐震性のない老朽化した水道管であり、年間で約 20 万件以上(水道技術研究センター)の水道

管の破裂被害が発生している。そのため、地下工事を行う際に同時に工事すべきと考える。このトリプルソリューション改革を行うこ

とで効率的かつ合理的にインフラの再構築が行うことができ、災害時の被害を抑え、安全で防災に特化した日本の街づくりを実

現することが可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       

 

 

５．研究・活動内容（アンケート調査、商品開発など） 

・大阪エネルギーサービス、株式会社 OGCTS 様が行っている地域熱供給についてのヒアリング調査 

・現在行われている地域熱供給会社の比較 

 

 



６．結果や今後の取り組み 

地域熱供給×家・電線の地中化・水道管の工事の 3 つのインフラ改革を同時に行うことにより、効率性が向上し、より強靭な

日本を創ることができる。地域熱供給の家庭への普及は、再生可能エネルギー熱を使うことにより再エネ普及率を現在の約

17.2％から約 21.3％まで上昇、化石燃料の輸入費用を約 6032 憶円削減、二酸化炭素排出量を年間で約 9204 万トン

削減できることが見込める。(良永ゼミ調べ)「電線の地中化」の効果としては、阪神淡路大震災の際、電線の地中化をしている

地域の被害はしていない地域と比べ 80 分の 1（神戸新聞 NEXT）であったため、今後の自然災害においても被害の防止に

繋がると考える。「水道管の工事」は、現在水道管路の老朽化が問題視されているが、未だ全国で耐震適性のない水道管路の

割合は 62.8％(GeoRhizome VIESORA)である。これより、地下工事を行う際に水道管路の工事も同時に行うべきと考えた。

これらの問題をトリプルソリューション改革により、環境にも優しく災害にも強い、持続可能な日本を創ることができる。 

災害が起きてからの後悔では遅いため、今行うべきだ。 
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